平成20年度鳥取市政懇話会第1回全体会　議事要旨
日　　時：平成２０年５月１９日（月）午後３時４０分～午後５時
会　　場：鳥取市役所本庁舎6階全員協議会室

1． 開会
2． 会長あいさつ
世の中の情勢を見ると、中国の地震など災害が発生し、復興にはコミュニティの力が重要なことを改めて感じる。一方、青少年による事件、子どもたちが危険な目にあっているなど、子どもを守る地域の目が行き届かない現状。経済的には格差問題。鳥取の活力が低下している。回復のためにも、高速道路整備、観光振興などにみなさんの意見をご提案いただき、市政に反映していただく。委員のみなさまには熱心な議論をお願いし、市には意見の活用をお願いする。
３．部会中間活動報告

　①高速道路を活かした地域経済の活性化　部会
　　清水部会長
姫路、岡山、鳥取の３都市連携事業に参加し、姫路に行った。志戸坂峠に繋がる道の一部が開通したことで、姫路が近く感じ、来年の2009鳥取・因幡の祭典が楽しみ。

全5回の部会で、砂丘（2回）、地場産業、農産物（コメ中心に）をテーマに地域経済の活性化について議論。砂丘を活用した地域経済の活性化について、砂丘は砂像効果で観光客が増加。しかし、砂丘だけの観光客数は伸び悩み、砂像だけの集客力では弱い。たとえば、砂丘―池田墓地―白兎海岸　の観光ルートの確立など、鳥取にある素材、いろんないいものを砂丘にプラスさせる。集客力を長持ちさせる一つの戦略として、まずは話題づくり、イメージアップ。そのためには、情報発信方法を工夫。鳥取市を訪れる観光客が事前に十分な情報を持っていない現状もある。たとえば、福井より鳥取の「かに」は値段が安く、おいしい。安さをPRするとか。また、JR、車どんな交通手段で来られても対応できる道路案内、渋滞情報など、観光情報は利用する側の視点で整備。
マーケティングも問題。旅行会社をはじめいろんな分野と組む。特産品の販売方法の検討や市民のおもてなしの心の醸成など人材育成も必要。取り組みの相乗効果を高めることが課題。地域のコンセプトをはっきりと持ち、どこにアイデア、知恵、工夫が求められているのかを考える。他に、健康産業に着目といった意見。鳥取の温泉、空気、水、食材は健康にとてもいい。精神的に癒やされるひとときを過ごせる。たとえば、食材のPRに大学の教授によるコメントをつけたパンフレットを作成するなど情報提供の充実を。
住民、企業、産業界、行政がスクラム組んで、熱意、努力、ハートで対策を練っていくべき。これは、来年に向けた準備にも重要で、その成果としてリピーターも増えると考える。
②観光資源の魅力アップにより観光客の大幅増加

　　山本部会長
市の事業を踏まえ、「2009鳥取・因幡の祭典の基本計画の検討」、「鳥取砂丘」、「おもてなし」をテーマに議論。鳥取・因幡の祭典のイベントは一過性ではなく継続的、文化性を持たせることを前提に、観光周遊コース、体験イベントの充実、観光案内、ガイド、交通アクセスなどについて提案。結果、こうした提案が盛り込まれたガイドブックが作成されている。
「鳥取砂丘」については、観光入込客数の月別の推移から、近年は12月、1月はイリュージョンで増加、毎年集客力が高まるゴールデンウィークを含む5月は、ゴールデンウィーク以外は少ないという共通認識のもと、5月下旬をはじめ観光客数が減少する時期に、人が来る仕掛けが必要という問題意識で議論。この時期にも何かの仕掛けを。具体的には、夜の観光振興として、砂丘の夕日、漁り火観賞をはじめ、それ以外に、砂丘周辺の花畑を見てもらうなどの取り組みが提案された。
「おもてなし」については、観光関係者だけでなく、市民におもてなしの心を持ってもらうことが重要課題。市でも、市民のもてなしの向上に繋がる、観光大学、観光案内処への取り組みがある。特に、観光案内処は約8割が自主的な応募と、おもてなしの向上に期待。また、来年度の目玉イベントである、『世界砂像フェスティバル』に関して、「世界」ということで、外国語版のパンフレットの作成など外国人観光客のもてなしの充実が必須。
　　　先ほどの清水部会長の報告を聞き、議論の内容に共通する部分が多く、合同で部会を開催してはと個人的な感想を持った。

③人口が増加していく住み良いまちづくり

石谷部会長
「人口増加策」は、全国的に関心度が高いテーマである。例えばインターネットで検索すると、「人口増加」で２１５万件、「定住促進」で６４万８千件、「雇用創出」で１９３万件、「健康で長生き」で５３７万件ヒット。全国で１７８８ある基礎的自治体のほとんどが積極的に取り組んでいるテーマのようだ。鳥取市でも、第８次総合計画や市長マニュフェストで位置付けられ、きめ細かな施策が展開されている。このような背景のもとで、新しい切り口からの具体的な提案はなかなか難しいというのがメンバーの実感。部会では三つのサブテーマすなわち、「定住促進」「住みやすい、育てやすい環境整備」「健康で長生きできる社会とは」を設定し、市の施策について幹部等の説明を適宜受けながら議論した。人口２０万３千人という市の目標について、人口減少社会の中では２０万人キープできれば良しとするというのが部会の意見。

「定住促進」のキーワードは「雇用の場の確保」。たとえば、道路・下水道などをいくら整備しても中山間地に人を留め置くことはできない。若者定住のためには、先ず市内にある高校・大学卒業生をどうやって市内にとどめるのかということ。ひとたび県外に出て行ったものを呼び戻すのは至難。また県外にいる子弟を呼び戻すためにも「雇用の場」が必要。その際、「企業誘致」が重要であることは言を俟たないが、それだけを唱えているだけでは駄目。つくば市は、国・企業の研究施設を積極的に誘致し、研究施設の後を追って工場も進出。鳥取市の環境は研究施設の誘致に向いている。産学金官連携してこれに取り組んではどうか。Ｕ・Ｊ・Ｉターン者に対し、市立病院の医師のポスト・外郭団体の役員ポストを用意するなど具体的に。「跡取りは家を守るもの」という風潮を醸成することも大切。また、Ｉターン者にとって、鳥取の閉鎖的な土地柄はネック。

「豊かな自然」「安全・安心な社会」「医療・福祉の充実」「新鮮で豊富な食材」「物価が安いこと」など、鳥取は住み良いまちであることについては全員一致。足りないのは、　　「中山間地の公共交通手段」「高齢者最寄りの商業施設」「中心市街地のにぎわい」「住民同士の助け合い」。「育てやすい環境」ということについては、待機児童ゼロなど個人に対する支援策は充実しているが、問題なのは、育児・産前産後休暇の取得しづらい中小零細企業が多いこと。休暇を取るほうも取られるほうもつらい。このような零細企業に対する支援策が必要。

「健康づくり」については、健康づくりは自分のことと市民が認識することが肝心。市の役割は、健康づくりの大切さのＰＲと、個々の健康づくりへの取り組みをバックアップすること。

④地域コミュニティの充実と強化

　八村部会長

「公民館活動」、「自主防災会」、「自治会」をテーマに議論。市では公民館活動のまちづくり協議会への取り組みがはじまった。公民館活動に関わる団体の情報共有が図られていない、団塊の世代以降の年齢層の活動が少ないことが問題。今後は、地域リーダーの育成が必要。リーダーには団塊の世代、退職Uターン者を活用しては。男性の活動を促進すべきといった意見も。
自主防災については、近隣住民の顔が見えない。向こう三軒両隣といったつきあいがなくなった。町内会未加入者、火災、地震、洪水、防災面で問題。防災訓練で、炊き出しをするなどもっと町内会での取り組みを。一斉清掃になど一斉に人が参加するイベント、仕組みづくりで、地域コミュニティがまとまるきっかけに。
自治会については、本日は市からの説明でほぼ終了。引き続き議論していく。
⑤市民との協働と市民サービスの向上
　田中部会長
行政に頼らず、市民と行政の協働、施策運営の手法といった視点から議論。市民の意見を行政に反映させるためには、市民の意識改革とともに、市役所職員の意識も問われる。市政に無関心な層が多い背景には、市政に意見がとおりにくい実情も。この問題を前提に、市民が自立し、市政が支援する仕組みづくりについて議論。たとえば、身近なごみ、環境問題への市民参画について、市への注文として、受身から能動的に、地域に出て、市民の意見を汲み取る。具体的には、市民活動、文化、スポーツ団体等のリーダーから直接意見を聞く体制やNPOとの連携を。また、市への申請書の書き方についての対応体制、自治会活動を職員がリードするなど。その意味で、地域コミュニティ部会とオーバーラップする部分が。市のコミュニティ支援チームがこうした機能を持つなら、我々の提案の成果。

自治基本条例について、今後この条例の目的にあった運用ができるかが問題。環境保護、美化、防災活動など行政と市民が連携する仕組みの協議が必要。
４．マニフェストの改定について

平成１８年４月に策定したローカルマニフェストを実績等に基づき、また具体的な施策を追加しわかりやすくするなど、見直した内容のポイントについて事務局から説明がありました(平成２０年１月改訂)。

①高速道路を活かした地域経済の活性化
・企業誘致の実績に基づき、目標値の改訂　８社→１６社

・１，５００人以上の雇用創出を目標値に設定
②観光資源の魅力アップにより観光客の大幅増加
　・観光客数の目標値の改訂　平成２２年　２７０万人→平成２１年　２７０万人
　・関西圏、広報活動の充実、滞在型観光、韓国からなど外国人観光客の誘致に取り組みを追加
③安心でにぎわいのある市民生活の実現

・にぎわい、安心、安全なまちづくりに関する施策を追加
・防災、自主防災に関する施策の充実を明記
・人口の目標値を平成２１年１０月　２０万人以上に設定

・中心市街地の取り組み、地域振興プランの作成を追加

④地域コミュニティの充実と強化
　・地区公民館のコミュニティの拠点としての位置づけを明記

⑤市民との協働と市民サービスの向上
　・若者会議、市民総合相談窓口など相談体制の強化を追加

　　　・協働のまちづくりの推進体制として、自治基本条例を制定したことを追加

５．市長あいさつ

　委員のみなさまには部会に引き続き全体会と長時間にわたるご参加ありがとうございます。
鳥取市の現状は、人口減少、高齢化の進展、中山間地域の過疎化、経済状況など、製造業で一部上向きなところもあるが、全体的には、厳しい状況。安心な市民生活、地域経済の発展を市民の意見を受け入れ実現する。このことを前提にマニフェストをまとめている。みなさまは、このマニフェストに基づきご議論いただき、ご提案いただいている。今後、新たな状況に対応し、ご提言いただいたことを反映していく。みなさまにはご遠慮なく、市の施策を問い質していただきたい。
　2009鳥取・因幡の祭典の準備の最終年として、プレイベント等を実施し、地域活性化、産業振興を図る。高速道路の整備で産業面を前進させたい。第1に産業振興、第2に観光振興。こうした面で、県との連携も密になっている。成果をあげていきたい。
生活面では地域コミュニティを守りたい。地域コミュニティの崩壊は、問題が深刻化する前に、気軽に相談を。市民と行政の協働する仕組みとして、公民館をコミュニティの拠点とした。職員によるまちづくり支援チームも実施。
医療・福祉施策については、後期高齢者医療の問題への対応、福祉の充実などの要望もある。子育て、高齢者福祉の対応、健康づくりは大切、市民と行政、関係機関との連携にも、「生活に支障がある、なし」に関わらず、市民に市政に関心を持ってもらうことが重要。予算や職員の限界、仕組みづくりが及ばない部分もあるが、市民が満足する行政となるため、市民と一緒になって、住みやすい鳥取にしていきたい。
地道な歩みで一つ一つの施策を積み重ねている。他力本願ではなく、自力で立ち上がることが鳥取市を発展させる。引き続き、委員のみなさまには部長たちとの意見交換をしつつ、ご提案をいただきながら、施策を進めていく。
砂の美術館の入館者が６万人を達成。PRに力をお貸しいただくとともに、新たな提案をお寄せいただいて、2009年鳥取・因幡の祭典を成功に導いていただくよう、お願いしたい。
－閉会－
　次回、部会の開催は８月を予定。
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